三重県型デカップリング市町村総合支援事業実施要領

制定　平成１４年５月１０日　　

改正　平成１５年４月　１日

第１　趣旨

　森林や農地等は、「水源かん養」「洪水・土砂崩壊防止」など、多面的な公益的機能を有しており、これらの機能は農林業等の生産活動が健全に行われる中で発揮されてきた。

　しかし、近年、農林業等の低迷などにより、特に中山間地域においては過疎化・高齢化が進行し、手入れ不足による荒廃森林や耕作放棄地等が著しく増加してきている。

　これらは中山間地域の共通の課題ではあるが、その課題解決の方法は市町村の地域ごとで大きく異なっており、早急に、その地域の実情に応じた多様でキメの細かい対応策を講じることが必要となっている。

このことから、本事業は、農林地等の公益的機能の維持増進を目的として、市町村が主体となり、地域住民等と協働で創意工夫しながら創設する新たな事業制度の実施を条件的に不利な中山間地域に対する施策として位置付け、総合的に支援するものである。

第２　事業内容
本事業は、平成１４年度から１６年度までの３年間、第３の実施対象地域を含む市町村が事業主体となり、地域の実情や特性をよく知る住民や関係団体等の参画を得ながら、当該地域の農林地等の公益的機能の維持・増進を図るため、新たに創設する事業の実施を支援するものである。

なお本事業により創設可能な事業の種目は次のとおりとし、その事業内容等は別記「三重県型デカップリング市町村総合支援事業実施基準（以下「実施基準」という。）」に定めるものとする。

（１）農林地等適正管理活動促進支援

（２）地域産業創設支援

（３）特認支援

第３　実施対象地域

　本事業実施の対象となる市町村及びその地域は、次のいずれかに該当する地域とする。

（１）特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律（平成５年法律第７２号）

第２条第４項の規定に基づき公示された特定農山村地域

（２）過疎地域自立促進特別措置法（平成１２年法律第１５号）第２条第２項の規定に基づき公示された過疎地域

（３）三重県準過疎地域自立促進要綱（平成１２年三重県告示第５３０号）第２条の規定に基づき指定された準過

疎地域

（４）東紀州地域

（５）農林水産省農林水産統計の地域区分に用いられる旧市町村単位の農業地域類型（平成１３年１１月改定）の

なかの中間農業地域及び山間農業地域

（６）森林の適正管理に資する事業については、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１０条の５の規定に基く市町村森林計画を樹立している市町村の森林を有する地域

第４　事業の実施手続き

１  目標

  市町村は、本事業の目的にのっとり、創設する事業ごとに、別に定める目標を事業開始から概ね３年間にわたって定め、この目標達成に向けた活動主体の各種取り組みを通じて、中山間地域の公益的機能の維持増進を図るものとする。
２　中山間地域創造アクションプランの策定

（１）本事業を実施しようとする市町村は、地域の農林地等の将来のあるべき姿をビジョンとして描き、そのビジョン実現のための各種方策をプログラムとして位置付けた中山間地域創造アクションプラン（以下「アクションプラン」という。）を策定する。

（２）市町村は、このアクションプランを遂行するために必要な事業を住民等の意見を聴き創設するものとする。

（３）アクションプランを変更する場合は、その異同を県に報告するものとする。

３　事業計画の作成、申請

（１）市町村長は、単年度ごとに、総合支援事業計画書として、総括表と創設事業の個別事業計画書（以下「個別

事業計画書」という。）及び各個別事業の実施要領（案）等を作成するものとする。また地域産業創設支援に係

る創設事業については、実施主体の事業計画書についても作成するものとする。

（２）市町村長は、単年度ごとに、アクションプランとともに、作成した総合支援事業計画書等を知事に提出し、承認を受けるものとする。

４　事業計画の変更

    総合支援事業計画において、以下の重要な変更があった場合は、３に準じて行うものとする。

（１）総合支援事業計画の重要な変更

①　個別事業の新設、廃止

②　事業費総額の３割を超える増減、または補助金総額の増額

③　個別事業間における３割かつ１００万円を超える補助金の流用

（２）個別事業計画の重要な変更

①　事業の根幹に関わる事業制度内容の変更

②　目標の設定に係る変更

③　地域産業創設支援に係る実施主体の全体事業計画の変更

　　なおこれら以外の重要な変更にあたらない軽微な変更についても、その変更にあたっては、必要に応じ、その異同を県に報告するものとする。

第５　事業評価制度

　県は、別に定める事業評価委員会またはその委員に対して、市町村が創設実施する事業制度、及び市町村が創設実施する地域産業創設支援に係る事業の実施主体の事業、さらには本事業自体について、実施前・中・後の各段階や、第４の４の重要変更の場合で特に必要と認める場合において、評価を依頼しその評価を尊重して本事業の推進を図るものとする。

第６　事業実施後の措置

１　市町村長は、創設実施した補助事業のすべての実施主体から当該年度の事業完了報告を受けるものとする。

２　市町村長は、創設した補助事業の実施主体からの事業完了報告を受け、その事業成果を取りまとめ、可能な限り公表するものとする。

３　市町村長は、別に定める総合支援事業完了報告書を作成し、知事に提出するものとする。

４　市町村長は、別に定める総合支援事業事業主体別事業効果報告書を作成し、知事に提出するものとする。

５　知事は、必要に応じ、翌年度の事業評価委員会において、当該年度に市町村が創設実施した事業の成果を報告するものとし、場合によっては市町村から直接その報告を求めることができるものとする。

６　知事は、必要に応じ、市町村が創設実施した補助事業の実施主体に対して、補助事業の一切について調査を求めることができるものとする。

第７　事業の推進体制

１　市町村は、創設した当該事業の適正な執行に努めるとともに、補助事業にあっては実施主体に対する指導監督を的確に行うものとする。

２　県民局においては、関係部が連携・協力のうえ、本事業により市町村が創設実施する事業の技術的事項、既存事業との整合性などを確認・調整するものとする。なお必要に応じ、県民局長は県民局の関係部から成る本事業の推進体制を整備し、円滑な事業推進にあたるものとする。

３　本庁においては、関係部局が連携・協力のうえ、本事業の推進にあたるものとする。なお必要に応じ、地域振興部長は本庁の関係部から成る本事業の連絡調整体制を整備し、円滑な事業推進にあたるものとする。

第８　助成措置

　県は、毎年度、予算の範囲内において、各事業の実施に要する経費につき、実施基準の定めるところにより補助するものとする。　

第９　他の施策等との連携

　県及び市町村にあっては、当事業を効果的に実施するため、関係部で所管する国補助事業等各種事業制度との連携調整を積極的に図るものとする。

第１０　計画書等の様式について

　計画書等の様式については、別に定める。

第１１　その他

　この要領に定めるもののほか、必要な事項は知事が別に定めるものとする。

附則

１　この要領は、平成１４年５月１０日から施行する。

２　この改正した要領は、平成１５年４月１日から施行する。

三重県型デカップリング市町村総合支援事業実施基準

１　農林地等適正管理活動促進支援

（１）事業内容

森林・農地・海洋の持つ公益的機能の維持・増進を図るために、農林漁業者の団体や個人が主体となって行う、多様な農林地等の管理活動や、農林地等の管理を担う個人・団体等の確保育成、さらには地域内外住民に対する農林地等が持つ公益的機能の理解促進のための交流促進活動などを幅広く支援する。

（２）実施主体

特に制限しないが、農林地等の適正管理に貢献する活動主体が、農林漁業者を主体として構成する各種団体や農林漁業者個人等であることを条件とする。

（３）補助率

市町村が創設する事業の補助率については特に定めない。

ただし、県は、市町村が創設する補助事業においては、補助対象事業費の４／１０以内かつ市町村が交付する補助金の４／５以内を、市町村に補助するものとする。また市町村自らが実施主体となる事業については、補助対象事業費の４／１０以内を、市町村に補助するものとする。

なお実施主体が、市町村が出資して設立する団体にあっては、県の補助金額の上限を３百万円とする。

（４）補助対象事業費

　　　（５）のただし書きに該当する市町村が創設する事業で国補助事業等を活用した上乗せ補助事業等にあっては、国補助事業の補助対象事業費から交付される国補助金額を差し引いた国補助等残額を当該事業における補助対象事業費とする。

なお例として考えられる事業タイプ別の事業内容、補助対象とする事業費は下表のとおりとし、市町村が、県に創設する事業の承認申請をする場合、以下の経費を補助の対象として、事業費を算定するものとする。

	事業タイプ
	事業内容
	補助対象事業費

	適正管理活動支援
	農林漁業者を主体とする各種団体及び農林漁業者の個人が行う農林地等の多様な管理活動にあたって、その管理活動に係る経費の一部を補助する。
	・農林地等の管理に直接必要な経費

・森林の間伐・下刈・林相改良等に要する経

費

・農林地関連施設（棚田・畦畔・水路・耕作道等）に係る簡易な新設や軽微な改修に要する経費

・管理機械・機具・工作物の整備または利用に要する経費

等で別に定める経費

	適正管理交流活動支援
	都市住民に対する中山間地域の公益的機能の理解促進や担い手の育成確保を図るため、体験型農園等の開設や体験学習、就業体験、農山漁村留学等、都市と農山漁村との交流活動の実施に係る経費の一部を補助する。
	・体験型農園・農林漁業体験交流の場の整備に要する経費（体験・交流に要する農林地等土地の借料についても補助対象とする。）

・継続的な実施が見込まれる農林業等体験・体験学習・就業体験・農山村留学等各種制度の実施に要する経費

等で別に定める経費

	適正管理活動

担い手育成支援
	農林地等の適正管理活動の中核となる担い手の育成及び資質の向上を図るため、各種研修や先進事業体への派遣等に要する経費の一部を補助する。
	・各種機関が実施する技術研修や先進事業体への派遣研修の参加に要する経費

等で別に定める経費


（５）既存事業活用の優先

      市町村が創設する事業が、既存事業（国補助・県補助・市町村単独事業等）を活用できる事業にあっては、それら既存事業の活用を優先するものとし、本事業の活用は原則できないものとする。ただし既存事業の要件とは別に新たな事業実施要件を課すなど、本事業目的の着実かつ早期実現に向け、確実に効果があると認められる事業についてはこの限りではない。

２　地域産業創設支援

（１）事業内容

中山間地域を守る地域の定住を促進するために、雇用を創出し、あわせて、中山間地域の公益的機能の維持・増進を図るために、直接、農林地の適正管理活動に係る農林漁業や、地域資源の活用を通じて農林地等の適正管理に寄与する地域産業の起業や事業拡大を支援する。

（２）実施主体

　　　事業計画が目的に即している実施主体であれば、特に制限はしない。ただし経営の主体及び責任が明確であることを条件とする。

（３）補助率

市町村が創設する事業の補助率は特に定めない。

ただし、県は、市町村が創設する補助事業において、補助対象事業費の４／１０以内かつ市町村が交付する補助金の４／５以内で補助するものとする。また市町村自らが実施主体となる事業については、補助対象事業費の４／１０以内を、市町村に補助するものとする。
（４）補助の条件

　　　１実施主体に対する施設機械の購入取得に係る県補助金額の上限を４千万円、下限を２０万円とする。

また施設機械のリース料及び農林業の規模拡大に係る農林地の賃借料についても、当初申請において、それらの利用に係る計画が明らかにされているものにあっては、本事業の実施期間中において、単年度の県補助金額の上限を４百万円、下限を２０万円として補助できるものとする。

雇用条件については、１実施主体あたりの申請時点での県補助金額の合計が２千万円以内にあっては１名以上、それより多い場合にあっては２名以上の新規常雇用者を確保するものとする。

　　　なお本事業における県の補助は、１実施主体につき１件限りとし、その補助金額の合計の上限を４千万円とする。

（５）補助対象経費

      実施主体において次に掲げる事業経費を補助対象とする。

      なお市町村が、県が設置する事業評価委員会またはその委員に、実施主体の個別事業計画に係る評価を依頼する場合、以下の事業経費を補助の対象として、事業費を算定するものとする。

	事業主体
	補助対象経費

	経営責任が明確な個人・法人であれば限定しない。
	・事業用施設・設備の整備及び施設機械の購入取得に要する経費

・事業用施設・設備及び施設機械のリース費用

・農林業に係り必要な軽微な農林地整備（土地改良）に要する経費

・農林業の起業または事業拡大にあたり必要となる農林地の賃借費用

・農林業の起業または事業拡大にあたり必要となる償却資産である作物の植栽費用

等で別に定める経費

なお農林地や施設用地など土地の取得費用及び敷地造成費用は補助の対象としない。


（６）既存事業活用の優先

      市町村が創設する事業が、既存事業（国補助・県補助・市町村単独事業等）を活用できる事業にあっては、それら既存事業の活用を優先するものとし、本事業の活用は原則できないものとする。

ただし既存事業の要件とは別に新たな事業実施要件を課すなど、本事業目的の着実かつ早期実現に向け、確実に効果があると認められる事業についてはこの限りではない。

３　特認支援

（１）事業内容

森林・農地・海洋の持つ公益的機能の維持・増進を図るために、農林漁業以外の民間企業や、ＮＰＯなど農林漁業者以外で構成する各種団体、または広域的に複数市町村等が、取り組む創造的で新しい価値の創出が期待できる農林地等の管理活動を幅広く支援する。

（２）実施主体

特に制限しないが、農林地等の適正管理に貢献する活動主体が、農林漁業者以外で構成する各種団体や民間企業、または複数市町村で広域的に新たに活動を行う団体等であることを条件とする。

（３）補助率

市町村が創設する事業の補助率については特に定めない。

ただし、県は、市町村が創設する事業において、補助対象事業費の４／１０以内を市町村に補助するものとする。

（４）補助対象事業費

市町村が、県に創設する事業の承認申請をする場合、１の（４）で定める補助対象事業費を参考として、補助対象事業費を算定するものとする。

（５）既存事業活用の優先

      市町村が創設する事業が、既存事業（国補助・県補助・市町村単独事業等）を活用できる事業にあっては、それら既存事業の活用を優先するものとし、本事業の活用は原則できないものとする。ただし既存事業の要件とは別に新たな事業実施要件を課すなど、本事業目的の着実かつ早期実現に向け、確実に効果があると認められる事業についてはこの限りではない。







